


特 則 適 格 手 形 ス タ ン プ 押 な つ 依 頼 書（第１号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








　当行（社・庫）の直近の自己査定（査定の日は支払人名の下部の括弧内のとおり）において、業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる企業を支払人とする下記手形につき、特則適格手形であることを表すスタンプを当該手形上に押なつしていただきたく依頼します。また、当該手形上に当該スタンプ押なつ済の下記手形が特則適格手形でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い特則適格手形と認められなくなった場合には、当該手形につきスタンプの抹消を依頼することとします。
　なお、下記手形に関し、提出済みの「手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権および同電子記録債権の差入に関する願書」記書き１．に記載の事項を改めて確約します。
	手形種類
	手　形
番　号
	支  払  人
	保証企業
（保証人）
	振  出  日
	満  期  日
	手　形  金　額
	※適否
	※備　考

	
	
	
（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	 
	
	
	
	
	
	円
	
	

	
	
	
（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合            計
	枚
	
	
	
	円



· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※
	スタンプ

	

	返れい年月日年月日

	    （連続表示）




（注意）※印  日本銀行記入欄



特 則 適 格 手 形 類 似 電 子 記 録 債 権 ス タ ン プ 押 な つ 依 頼 書（第２号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








当行（社・庫）の直近の自己査定（査定の日は債務者名の下部の括弧内のとおり）において、業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる企業を債務者とする下記電子記録債権につき、特則適格手形類似電子記録債権と認める旨のスタンプを当該電子記録債権の内容を証する書面（以下「記録事項証明書」といいます）上に押なつしていただきたく依頼します。また、記録事項証明書上にスタンプ押なつ済の下記電子記録債権が特則適格手形類似電子記録債権として適格と認められなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い特則適格手形類似電子記録債権と認められなくなった場合には、当該記録事項証明書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
なお、下記電子記録債権に関し、提出済みの「手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権および同電子記録債権の差入に関する願書」記書き１．に記載の事項を改めて確約します。

	記　録
番　号
	債　務　者
	保証企業
（保証人）
	発 生 日
	支 払 期 日
	債　権　金　額
	※適否
	※備　考

	
	
（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	
	

	
	
（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合            計
	件
	
	
	
	円


· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※
	スタンプ

	

	返れい年月日年月日

	
    （連続表示）



（注意）	１．発生日には電子記録の年月日を記入する。
２．※印  日本銀行記入欄

ＢＢＢ格特則適格電子記録債権スタンプ押なつ依頼書（第３号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）









下記電子記録債権につきＢＢＢ格特則適格電子記録債権と認める旨のスタンプを当該電子記録債権の内容を証する書面（以下「記録事項証明書」といいます）上および電子記録債権の記録時に電磁的記録として添付された契約書（以下「添付契約書」といいます）上に押なつしていただきたく依頼します。また、記録事項証明書上および添付契約書上にスタンプ押なつ済の下記電子記録債権がＢＢＢ格特則適格電子記録債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴いＢＢＢ格特則適格電子記録債権と認められなくなった場合には、当該記録事項証明書および添付契約書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
	記　録　番　号
	証 書 番 号
	債  務  者
	発 生 日
	契約締結日
	最終支払期日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	支 払 方 法
	元   本   額

	残  存  元  本  額

	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	
	
	
	
	円
	
	
	
	円
	
	


·                                                                                                  ※年月日

	スタンプ※適否
※備考



	

	返れい年月日
	



（注意）	１．証書番号欄には添付契約書上に記載される契約を特定する番号を記載する。
２．発生日には電子記録の年月日を記入する。
３．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。
４．シンジケート・ローン債権にかかる電子記録債権の場合には、「元本額」欄に審査依頼人の融資額を、    （連続表示）

「残存元本額」欄に審査依頼人の融資残高を、それぞれ記入する。
５．※印  日本銀行記入欄


自己査定型特則適格電子記録債権スタンプ押なつ依頼書（第４号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








当行（社・庫）の直近の自己査定（査定の日：　　　　　　）において、業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる企業または地方公共団体出資法人を債務者とする下記電子記録債権につき、自己査定型特則適格電子記録債権と認める旨のスタンプを当該電子記録債権の内容を証する書面（以下「記録事項証明書」といいます）上および電子記録債権の記録時に電磁的記録として添付された契約書（以下「添付契約書」といいます）上に押なつしていただきたく依頼します。また、記録事項証明書上および添付契約書上にスタンプ押なつ済の下記電子記録債権が自己査定型特則適格電子記録債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い自己査定型特則適格電子記録債権と認められなくなった場合には、当該記録事項証明書および添付契約書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
なお、下記電子記録債権に関し、提出済みの「手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権および同電子記録債権の差入に関する願書」記書き１．または「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権および同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書」記書き１．に記載の事項を改めて確約します。
	記　録　番　号
	証 書 番 号
	債  務  者
	発 生 日
	契約締結日
	最終支払期日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	支 払 方 法
	元   本   額

	残  存  元  本  額

	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	
	
	
	
	円
	
	
	
	円
	
	


※                                                                                                   ※年月日

	スタンプ※適否
※備考



	

	返れい年月日
	



（注意）１．発生日には電子記録の年月日を記入する。
２．証書番号欄には添付契約書上に記載される契約を特定する番号を記載する。
３．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。
４．シンジケート・ローン債権にかかる電子記録債権の場合には、「元本額」欄に審査依頼人の融資額を、「残存元本額」欄に審査依頼人の融資残高を、　　それぞれ記入する。    （連続表示）

５．※印  日本銀行記入欄



特則適格地公体電子記録債権スタンプ押なつ依頼書（第５号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）







                                                                                     

下記電子記録債権につき特則適格地公体電子記録債権と認める旨のスタンプを当該電子記録債権の内容を証する書面（以下「記録事項証明書」といいます）上および電子記録債権の記録時に電磁的記録として添付された契約書（以下「添付契約書」といいます）上に押なつしていただきたく依頼します。また、記録事項証明書上および添付契約書上にスタンプ押なつ済の下記電子記録債権が特則適格地公体電子記録債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い特則適格地公体電子記録債権と認められなくなった場合には、当該記録事項証明書および添付契約書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
	記　録　番　号
	証 書 番 号
	債  務  者
	発 生 日
	契約締結日
	最終支払期日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	支 払 方 法
	元   本   額

	残  存  元  本  額

	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	
	
	
	
	円
	
	
	
	円
	
	


※                                                                                                   ※年月日

	スタンプ※適否
※備考



	

	返れい年月日
	



（注意）１．発生日には電子記録の年月日を記入する。
２．証書番号欄には添付契約書上に記載される契約を特定する番号を記載する。
３．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。
４．シンジケート・ローン債権にかかる電子記録債権の場合には、「元本額」欄に審査依頼人の融資額を、    （連続表示）

「残存元本額」欄に審査依頼人の融資残高を、それぞれ記入する。
５．※印  日本銀行記入欄


ＢＢＢ格特則適格証書貸付債権証書スタンプ押なつ依頼書（第６号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）









　下記証書貸付債権につきＢＢＢ格特則適格証書貸付債権であることを表すスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつしていただきたく依頼します。また、証書貸付債権証書上に当該スタンプ押なつ済の下記証書貸付債権がＢＢＢ格特則適格証書貸付債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴いＢＢＢ格特則適格証書貸付債権と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
　なお、下記証書貸付債権に関し手形が振り出されていないことおよび電子記録債権が発生していないことを念のため申し添えます。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日
	返 済 方 法

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	元   本   額
	残  存  元  本  額
	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	
	
	
	　　円
	
	
	
	　　円
	
	


·                                                                                                  ※年月日

	スタンプ※適否
※備考



	

	返れい年月日
	



（注意）１．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。    （連続表示）

２．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。
３．※印  日本銀行記入欄

（第７号書式（Ａ））（審査依頼人が自ら担保として差入れる予定の証書貸付債権証書にスタンプ押なつを依頼する場合用）

シンジケート・ローン債権のＢＢＢ格特則適格証書貸付債権証書スタンプ押なつ等依頼書
年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








　下記証書貸付債権につきＢＢＢ格特則適格証書貸付債権であることを表すスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつのうえ、当該証書貸付債権証書を当行（社・庫）が貴行の融通金の据え置き担保または貴行と当行（社・庫）間の「担保に関する基本約定」（「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」を含みます。）にもとづく根担保として差入れるに際し、貴行に提出する当該証書貸付債権証書の写を一部作成していただきたく依頼します。また、証書貸付債権証書上に当該スタンプ押なつ済の下記証書貸付債権がＢＢＢ格特則適格証書貸付債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴いＢＢＢ格特則適格証書貸付債権と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。　
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日
	返 済 方 法

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	元   本   額
	残  存  元  本  額
	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	
	
	
	　　円
	
	
	
	　　円
	
	


·                                                                                                  ※年月日

	スタンプ※適否
※備考



	

	返れい年月日
	



（注意）１．審査依頼人が自ら担保として差入れる予定の証書貸付債権証書についてスタンプ押なつを依頼する場合に、本書式を使用する。ただし、審査依頼人が自らおよび当該証書貸付債権の審査依頼人以外の貸付人のために、証書貸付債権証書の写の作成を依頼する場合には第７号書式（Ｂ）を使用する。
２．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
３．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。    （連続表示）

４．「元本額」欄に審査依頼人の融資額を、「残存元本額」欄に審査依頼人の融資残高を、それぞれ記入する。
５．※印  日本銀行記入欄
（第７号書式（Ｂ））（審査依頼人が証書貸付債権証書の貸付人でないエージェントの場合、または審査依頼人以外の貸付人のために証書貸付証書の写の作成を依頼する場合用）


シンジケート・ローン債権のＢＢＢ格特則適格証書貸付債権証書
スタンプ押なつ等依頼書
年　　月　　日（電話番号、担当者名）

（届出印）


日 本 銀 行　御中	

	（依頼人）



	










下記証書貸付債権につきＢＢＢ格特則適格証書貸付債権であることを表すスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつのうえ、当該証書貸付債権証書を当行（社・庫）または下記の貸付人が貴行の融通金の据置担保または貴行と当行（社・庫）間の「担保に関する基本約定」（「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」を含みます。）にもとづく根担保として差入れるに際し、貴行に提出する当該証書貸付債権証書の写を　　　部作成していただきたく依頼します。
また、証書上にスタンプ押なつ済の下記証書貸付債権がＢＢＢ格特則適格証書貸付債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴いＢＢＢ格特則適格証書貸付債権と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
　なお、当行（社・庫）が担保差入のために提出する証書貸付債権証書の写以外の写は、当方の責任をもって、下記の他の貸付人に交付しますので、念のため、申し添えます。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	返済方法
	金利設定方式
	摘     要

	
	
	

	貸付人
	融資額
	融資残高
	※適否
	※備考

	
	拾億
	百万
	千
	円
	拾億
	百万
	千
	円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




※    （連続表示）

	スタンプ年月日
※






	

	返れい年月日
	




（注意） １．審査依頼人が証書貸付債権の貸付人でないエージェントの場合または審査依頼人が証書貸付債権の審査依頼人以外の貸付人のために、証書貸付債権証書の写の作成を依頼する場合に、本書式を使用する。
２．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
３．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。
４．「貸付人」欄に貸付人である取引先金融機関等名を、「融資額」、「融資残高」の各欄には、当該貸付人の融資額、融資残高をそれぞれ記入する。
５．本書式は両面印刷のうえ使用する。依頼書が２葉以上にわたる場合には、連続の表示をして綴じ纏め、契印する。
６．※印  日本銀行記入欄


自己査定型特則適格証書貸付債権証書スタンプ押なつ依頼書（第８号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








　当行（社・庫）の直近の自己査定（査定の日：　　　　　　）において、業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる企業または地方公共団体出資法人に対する下記証書貸付債権につき、自己査定型特則適格証書貸付債権であることを表すスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつしていただきたく依頼します。また、証書貸付債権証書上に当該スタンプ押なつ済の下記証書貸付債権が自己査定型特則適格証書貸付債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い自己査定型特則適格証書貸付債権と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
なお、下記証書貸付債権に関し手形が振り出されていないことおよび電子記録債権が発生していないことを念のため申し添えますとともに、提出済みの「手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権、同手形類似電子記録債権、同電子記録債権の差入に関する願書」記書き１．または「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権、同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書」記書き１．に記載の事項を改めて確約します。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日
	返 済 方 法

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	元   本   額
	残  存  元  本  額
	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	
	
	
	　　円
	
	
	
	　　円
	
	


※                                                                                                   ※年月日

	スタンプ※適否
※備考



	

	返れい年月日
	



（注意）１．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。    （連続表示）

２．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。
３．シンジケート・ローン債権にかかる証書貸付債権の場合には、「元本額」欄に審査依頼人の融資額を、
[bookmark: _GoBack]「残存元本額」欄に審査依頼人の融資残高を、それぞれ記入する。
４．※印  日本銀行記入欄
シンジケート・ローン債権の自己査定型特則適格証書貸付債権証書スタンプ押なつ等依頼書（第９号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








　当行（社・庫）の直近の自己査定（査定の日：　　　　　　）において、業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる企業または地方公共団体出資法人に対する下記証書貸付債権につき、自己査定型特則適格証書貸付債権であることを表すスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつのうえ、当該証書貸付債権証書を当行（社・庫）が貴行の融通金の据え置き担保または貴行と当行（社・庫）間の「担保に関する基本約定」（「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」を含みます。）にもとづく根担保として差入れるに際し、貴行に提出する当該証書貸付債権証書の写を一部作成していただきたく依頼します。また、証書貸付債権証書上に当該スタンプ押なつ済の下記証書貸付債権が自己査定型特則適格証書貸付債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い自己査定型特則適格証書貸付債権と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
　なお、下記証書貸付債権に関し提出済みの「手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権および同電子記録債権の差入に関する願書」記書き１．または「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権および同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書」記書き１．に記載の事項を改めて確約します。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日
	返 済 方 法

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	元   本   額
	残  存  元  本  額
	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	
	
	
	　　円
	
	
	
	　　円
	
	


·                                                                                                  ※年月日

	スタンプ※適否
※備考



	

	返れい年月日
	



（注意）１．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
２．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。    （連続表示）

３．「元本額」欄に審査依頼人の融資額を、「残存元本額」欄に審査依頼人の融資残高を、それぞれ記入する。
４．※印  日本銀行記入欄

特則適格地公体証書貸付債権証書スタンプ押なつ依頼書（第１０号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








　下記証書貸付債権につき特則適格地公体証書貸付債権であることを表すスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつしていただきたく依頼します。また、証書貸付債権証書上に当該スタンプ押なつ済の下記証書貸付債権が特則適格地公体証書貸付債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い特則適格地公体証書貸付債権と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
なお、下記証書貸付債権に関し手形が振り出されていないことおよび電子記録債権が発生していないことを念のため申し添えます。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日
	返 済 方 法

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	元   本   額
	残  存  元  本  額
	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	
	
	
	　　円
	
	
	
	　　円
	
	


※                                                                                                   ※年月日

	スタンプ※適否
※備考



	

	返れい年月日
	



（注意）１．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
２．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。
３．シンジケート・ローン債権にかかる証書貸付債権の場合には、「元本額」欄に審査依頼人の融資額を、    （連続表示）

「残存元本額」欄に審査依頼人の融資残高を、それぞれ記入する。
４．※印  日本銀行記入欄

（第１１号書式（Ａ））（審査依頼人が自ら担保として差入れる予定の証書貸付債権証書にスタンプ押なつを依頼する場合用）

シンジケート・ローン債権の特則適格地公体証書貸付債権証書スタンプ押なつ等依頼書
年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








　下記証書貸付債権につき特則適格地公体証書貸付債権であることを表すスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつのうえ、当該証書貸付債権証書を当行（社・庫）が貴行の融通金の据え置き担保または貴行と当行（社・庫）間の「担保に関する基本約定」（「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」を含みます。）にもとづく根担保として差入れるに際し、貴行に提出する当該証書貸付債権証書の写を一部作成していただきたく依頼します。また、証書貸付債権証書上に当該スタンプ押なつ済の下記証書貸付債権が特則適格地公体証書貸付債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い特則適格地公体証書貸付債権と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。　
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日
	返 済 方 法

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	元   本   額
	残  存  元  本  額
	金 利 設 定 方 式
	摘     要

	
	
	
	　　円
	
	
	
	　　円
	
	


·                                                                                                  ※年月日

	スタンプ※適否
※備考



	

	返れい年月日
	



（注意）１．審査依頼人が自ら担保として差入れる予定の証書貸付債権証書についてスタンプ押なつを依頼する場合に、本書式を使用する。ただし、審査依頼人が自らおよび当該証書貸付債権の審査依頼人以外の貸付人のために、証書貸付債権証書の写の作成を依頼する場合には第１１書式（Ｂ）を使用する。
２．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
３．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。    （連続表示）

４．「元本額」欄に審査依頼人の融資額を、「残存元本額」欄に審査依頼人の融資残高を、それぞれ記入する。
５．※印  日本銀行記入欄
（第１１号書式（Ｂ））（審査依頼人が証書貸付債権証書の貸付人でないエージェントの場合、または審査依頼人以外の貸付人のために証書貸付証書の写の作成を依頼する場合用）


シンジケート・ローン債権の特則適格地公体証書貸付債権証書
スタンプ押なつ等依頼書
年　　月　　日（電話番号、担当者名）

（届出印）


日 本 銀 行　御中	

	（依頼人）



	










下記証書貸付債権につき特則適格地公体証書貸付債権であることを表すスタンプを当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上に押なつのうえ、当該証書貸付債権証書を当行（社・庫）または下記の貸付人が貴行の融通金の据置担保または貴行と当行（社・庫）間の「担保に関する基本約定」（「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」を含みます。）にもとづく根担保として差入れるに際し、貴行に提出する当該証書貸付債権証書の写を　　　部作成していただきたく依頼します。
また、証書上にスタンプ押なつ済の下記証書貸付債権が特則適格地公体証書貸付債権でなくなった旨の通知を貴行から受けた場合、および適格性にかかる要件の見直しに伴い特則適格地公体証書貸付債権と認められなくなった場合には、当該証書貸付債権証書につきスタンプの抹消を依頼することとします。
　なお、当行（社・庫）が担保差入のために提出する証書貸付債権証書の写以外の写は、当方の責任をもって、下記の他の貸付人に交付しますので、念のため、申し添えます。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	最終返済期日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	返済方法
	金利設定方式
	摘     要

	
	
	

	貸付人
	融資額
	融資残高
	※適否
	※備考

	
	拾億
	百万
	千
	円
	拾億
	百万
	千
	円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




※    （連続表示）

	スタンプ年月日
※






	

	返れい年月日
	




（注意） １．審査依頼人が証書貸付債権の貸付人でないエージェントの場合または審査依頼人が証書貸付債権の審査依頼人以外の貸付人のために、証書貸付債権証書の写の作成を依頼する場合に、本書式を使用する。
２．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
３．付随担保が付されている場合には、摘要欄に「付随担保あり」と記入する。
４．「貸付人」欄に貸付人である取引先金融機関等名を、「融資額」、「融資残高」の各欄には、当該貸付人の融資額、融資残高をそれぞれ記入する。
５．本書式は両面印刷のうえ使用する。依頼書が２葉以上にわたる場合には、連続の表示をして綴じ纏め、契印する。
６．※印  日本銀行記入欄


（第１２号書式）

シンジケート・ローン債権証書（自己査定型特則適格証書貸付債権）
の写作成依頼書
年　　月　　日（電話番号、担当者名）

（届出印）


日 本 銀 行　御中	

	（依頼人）



	









当行（社・庫）の直近の自己査定（査定の日：　　　　　　）において、業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる企業または地方公共団体出資法人を債務者とする下記のシンジケート・ローン債権（複数の貸付人が共通の契約書にもとづき単一の借入人に対して行う貸付における個々の債権をいいます。）を、当行（社・庫）が貴行の融通金の据置担保または貴行と当方間の担保に関する基本約定（担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）を含みます。）にもとづく根担保として差入れるに際し、貴行に提出するため、当該シンジケート・ローンの証書貸付債権証書の写を１部作成して下さい。
なお、下記証書貸付債権に関し、提出済みの「手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権および同電子記録債権の差入に関する願書」記書き１．または「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権および同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書」記書き１．に記載の事項を改めて確約します。

記

１．　　　　年　　月　　日付金銭消費貸借契約（　　　　年　　月　　日付　　変更契約）（注）　にもとづく、　　　　　　　　　　を債務者とする証書貸付債権（証書貸付債権証書番号　　　　　　）
２．元本額（融資額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３．残存元本額（融資残高）　　　　　　　　　　　　　　　円



以　　上

（注）変更契約がなされていない場合には削除する。

特 則 適 格 手 形 ス タ ン プ 抹 消 依 頼 書（第１３号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）







　下記特則適格手形につき貴行審査による当該手形上の「担保に関する細則」に定める担保として適格と認める旨のスタンプおよび特則適格手形であることを表すスタンプの抹消を依頼します。
	整理番号
	手形種類
	手  形
番  号
	支  払  人
	保証企業
（保証人）
	振  出  日
	満  期  日
	手 形 金 額
	※備 考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合                  計
	枚

	
	
	
	円


· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※
	スタンプ
抹    消
	

	返れい年月日年月日

	
    （連続表示）



 （注意）※印  日本銀行記入欄

特 則 適 格 手 形 類 似 電 子 記 録 債 権 ス タ ン プ 抹 消 依 頼 書（第１４号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








下記電子記録債権にかかる「担保に関する細則」に定める担保として適格と認める旨のスタンプおよび貴行特則適格手形類似電子記録債権と認める旨のスタンプを押なつ済の当該電子記録債権の内容を証する書面につき、貴行審査による特則適格手形類似電子記録債権であることを表すスタンプの抹消を依頼します。

	整理番号
	記　録
番　号
	債　務　者
	保証企業
（保証人）
	発 生 日
	支 払 期 日
	債　権　金　額
	※備 考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	合　　　　　　　計
	件
	
	
	
	円



· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※
	スタンプ
抹    消
	

	返れい年月日年月日

	



 （注意）	１．発生日には電子記録の年月日を記入する。    （連続表示）

２．※印  日本銀行記入欄


ＢＢＢ格特則適格電子記録債権スタンプ抹消依頼書（第１５号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








下記電子記録債権につき貴行ＢＢＢ格特則適格電子記録債権と認める旨のスタンプを押なつ済の当該電子記録債権の内容を証する書面および電子記録債権の記録時に電磁的記録として添付された契約書（以下「添付契約書」といいます）につき貴行審査によるスタンプの抹消を依頼します。
	記録番号
	証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	発生日
	元本額
	備   考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　円



	



· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年月日

	スタンプ
抹    消
	

	返れい年月日
	




（注意）１．証書番号欄には添付契約書上に記載される契約を特定する番号を記載する。    （連続表示）

２．シンジケート・ローン債権にかかる電子記録債権の場合には、「元本額」欄に依頼人の融資額を記入する。
３．※印  日本銀行記入欄 



自己査定型特則適格電子記録債権スタンプ抹消依頼書（第１６号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








下記電子記録債権につき「担保に関する細則」に定める担保として適格と認める旨のスタンプおよび貴行自己査定型特則適格電子記録債権と認める旨のスタンプを押なつ済の当該電子記録債権の内容を証する書面および電子記録債権の記録時に電磁的記録として添付された契約書（以下「添付契約書」といいます）につき貴行審査によるスタンプの抹消を依頼します。
	整理番号
	記録番号
	証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	発生日
	元本額
	備   考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　円


	



· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年月日

	スタンプ
抹    消
	

	返れい年月日
	




（注意）１．証書番号欄には添付契約書上に記載される番号を記載する。    （連続表示）

２．シンジケート・ローン債権にかかる電子記録債権の場合には、「元本額」欄に依頼人の融資額を記入する。
３．※印  日本銀行記入欄 


（第１７号書式）

特則適格地公体電子記録債権スタンプ抹消依頼書
年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








下記電子記録債権につき「担保に関する細則」に定める担保として適格と認める旨のスタンプおよび貴行特則適格地公体電子記録債権と認める旨のスタンプを押なつ済の当該電子記録債権の内容を証する書面および電子記録債権の記録時に電磁的記録として添付された契約書（以下「添付契約書」といいます）につき貴行審査によるスタンプの抹消を依頼します。
	記録番号
	証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	発生日
	元本額
	備   考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　円


	


· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年月日

	スタンプ
抹    消
	

	返れい年月日
	




（注意）	１．証書番号欄には添付契約書上に記載される番号を記載する。    （連続表示）

２．シンジケート・ローン債権にかかる電子記録債権の場合には、「元本額」欄に依頼人の融資額を記入する。
３．※印  日本銀行記入欄 




（第１８号書式）

ＢＢＢ格特則適格証書貸付債権証書スタンプ抹消依頼書
年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）









　下記ＢＢＢ格特則適格証書貸付債権につき貴行審査による当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上のＢＢＢ格特則適格証書貸付債権であることを表すスタンプの抹消を依頼します。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	元本額
	備   考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	



· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年月日

	スタンプ
抹    消
	

	返れい年月日
	



    （連続表示）

（注意）１．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。
２．シンジケート・ローン債権の場合には、「元本額」欄に依頼人の融資額を記入する。
３．※印  日本銀行記入欄 

自己査定型特則適格証書貸付債権証書スタンプ抹消依頼書（第１９号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








　下記自己査定型特則適格証書貸付債権につき貴行審査による当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上の「担保に関する細則」に定める担保として適格と認める旨のスタンプおよび自己査定型特則適格証書貸付債権であることを表すスタンプの抹消を依頼します。
	整理番号
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	元本額
	備   考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	


· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年月日

	スタンプ
抹    消
	

	返れい年月日
	



（注意）１．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。    （連続表示）

２．シンジケート・ローン債権の場合には、「元本額」欄に依頼人の融資額を記入する。
３．※印  日本銀行記入欄 



特則適格地公体証書貸付債権証書スタンプ抹消依頼書（第２０号書式）

年　　月　　日（届出印）


	（依頼人）



	




日 本 銀 行　御中（電話番号、担当者名）








　下記特則適格地公体証書貸付債権につき貴行審査による当該証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書上の「担保に関する細則」に定める担保として適格と認める旨のスタンプおよび特則適格地公体証書貸付債権であることを表すスタンプの抹消を依頼します。
	証書貸付債権証書番号
	債  務  者
	契約締結日
	貸付日
	元本額
	備   考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	


· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年月日

	スタンプ
抹    消
	

	返れい年月日
	




（注意）１．変更契約が締結されている場合には、変更契約締結日を契約締結日の上に括弧書きする。    （連続表示）

２．シンジケート・ローン債権の場合には、「元本額」欄に依頼人の融資額を記入する。
３．※印  日本銀行記入欄 




